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１ 当初予算の概要 

令和８年度当初予算は、ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 の基本構想

に掲げたまちの将来像「人がつながる 豊かで住み続けたいまち ふじみ野」の

実現に向け、「子ども優先のまちづくり」や地域力の向上につなげる予算のほ

か、まちの安全対策など、未来に向けた持続可能なまちづくりを推進するため

の予算編成を行いました。 

(1) 予算の規模 

一般会計及び特別会計を合わせた令和８年度当初予算総額は、約 754 億

8,200 万円となり、前年度比約 9 億 4,900 万円増額の約 1.3％の増加となり

ました。 

ア 一般会計 

一般会計は、約 532 億 2,500 万円で、前年度比約 4 億 5,800 万円増額の

約 0.9％の増加となり当初予算としては最大の予算規模となりました。そ

の主な要因としては、普通建設事業費全体で約△18 億 7,300 万円の減額

となった一方で、扶助費を中心とした義務的経費が約 23 億 6,000 万円の

増額となったことが挙げられます。主な事業として、幼児教育・保育施設

運営支援事業に約 47 億 3,600 万円、障がい者福祉サービス事務に約 45 億

8,600 万円、生活保護扶助費に約 42 億 5,100 万円を予算措置しました。 

イ 特別会計 

 (ｱ) 国民健康保険特別会計 

国民健康保険特別会計は、被保険者数の減少などにより、前年度比約

△1 億 9,400 万円減額の約 96 億 3,200 万円を予算措置しました。 

(ｲ) 介護保険特別会計 

介護保険特別会計は、要介護認定者数の増加に伴う介護サービス給付

費の増加などにより、前年度比約 4 億 3,400 万円増額の約 105 億 5,200

万円を予算措置しました。 

(ｳ) 後期高齢者医療事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計は、被保険者数の増加などにより、前年

度比約 2 億 5,100 万円増額の約 20 億 7,300 万円を予算措置しました。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

会計 令和８年度 令和７年度 差引 増減率(％)

一般会計…① 53,224,526 52,766,946 457,580 0.9

特別会計…② 22,257,101 21,765,505 491,596 2.3

   国民健康保険特別会計 9,631,826 9,825,577 △193,751 △2.0

   介護保険特別会計 10,552,070 10,118,140 433,930 4.3

   後期高齢者医療事業特別会計 2,073,205 1,821,788 251,417 13.8

合計（①＋②） 75,481,627 74,532,451 949,176 1.3

会計別当初予算額一覧表

 
 

令和８年度 令和７年度 差引 増減率(％)

収益的収入 2,112,338 2,162,586 △50,248 △2.3

収益的支出 2,020,688 1,889,410 131,278 6.9

資本的収入 690,160 543,740 146,420 26.9

資本的支出 923,073 881,937 41,136 4.7

収益的収入 1,933,056 1,864,880 68,176 3.7

収益的支出 1,998,655 1,804,397 194,258 10.8

資本的収入 881,841 1,100,595 △218,754 △19.9

資本的支出 1,080,497 1,240,443 △159,946 △12.9

企業会計（参考）

 水道事業会計

 下水道事業会計

 
 

(2) 歳入の特徴 

ア 市税 

市税については、個人市民税の経済動向及び人口推移を背景とした納税

義務者数や個人所得の増加などによる前年度比約 4 億 300 万円の増、固定

資産税の家屋の新築などによる前年度比約 1 億 4,400 万円の増などにより、

前年度比約 6 億 4,100 万円増額の約 190 億 7,000 万円を見込みました。 

イ 各種交付金 

各種交付金については、地方消費税交付金 2 億 900 万円の増などにより、

前年度比 4 億 1,100 万円増額の 35 億 8,200 万円を見込みました。 

ウ 地方交付税 

地方交付税のうち普通交付税については、市税収入の増などにより基準

財政収入額の増加が見込まれますが、臨時財政対策債償還基金費の皆増な

どによる基準財政需要額の増加により、前年度比 1 億円増額の 48 億円を
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見込みました。 

なお、特別交付税については、前年度と同額の 3 億円を見込んでいます。 

エ 国庫支出金 

国庫支出金については、公立学校情報機器整備費補助金約△1 億 7,500

万円の減などが見込まれますが、医療扶助費等負担金約 4 億 2,200 万円の

増、障害者自立支援給付費負担金約 2 億 9,800 万円の増などにより、前年

度比約 4 億 4,600 万円増額の約 105 億 2,700 万円を見込みました。 

オ 県支出金 

県支出金については、国勢調査委託金約△6,500 万円の皆減などが見込

まれますが、市町村学校給食費負担軽減交付金約 3 億 1,300 万円の皆増、

障害者自立支援給付費負担金約 1 億 4,700 万円の増、障害児入所給付費等

負担金及び障害児入所医療費等負担金約 9,000 万円の増などにより、前年

度比約 5 億 2,100 万円増額の約 39 億 7,200 万円を見込みました。 

カ 繰入金 

繰入金については、市債の償還に必要な財源として減債基金から約 13

億 800 万円、公共施設の総合的かつ計画的な整備及び改修の財源として公

共施設整備基金から約 11 億 2,900 万円及びその他特定目的基金を繰り入

れ、なお不足する歳入全体の調整として財政調整基金から約 15 億 500 万

円の繰入れを行った結果、前年度比約△8 億 2,000 万円減額の約 40 億

3,500 万円を見込みました。 

キ 市債 

市債については、小学校校舎整備事業や上福岡駅東口駅前広場整備事業

に係る市債発行が見込まれますが、文化施設整備事業債約△7 億 9,100 万

円の減や中学校大規模改造事業債約△5 億 5,900 万円の減などにより、前

年度比約△3 億 6,600 万円減額の約 43 億 1,500 万円を見込みました。 
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科目 令和８年度 令和７年度 差引
増減率
（％）

令和８年度構

成率（％）

①市税 19,070,358 18,429,662 640,696 3.5 35.8

    市民税(個人) 8,351,662 7,948,401 403,261 5.1

　　　　　(法人) 930,465 903,043 27,422 3.0

　　固定資産税 7,587,973 7,443,918 144,055 1.9

　　軽自動車税 175,644 183,797 △8,153 △4.4

　　市たばこ税 675,438 615,429 60,009 9.8

　　都市計画税 1,346,804 1,335,074 11,730 0.9

　　旧法による税 2,372 0 2,372 －

②地方譲与税 197,000 201,000 △4,000 △2.0 0.4

③各種交付金 3,582,000 3,171,000 411,000 13.0 6.7

   利子割交付金 35,000 14,000 21,000 150.0

   配当割交付金 156,000 113,000 43,000 38.1

   株式等譲渡所得割交付金 265,000 135,000 130,000 96.3

　 法人事業税交付金 174,000 155,000 19,000 12.3

   地方消費税交付金 2,789,000 2,580,000 209,000 8.1

　 環境性能割交付金 1,000 34,000 △33,000 △97.1

   地方特例交付金 144,000 122,000 22,000 18.0

   その他交付金 18,000 18,000 0 0.0

④地方交付税 5,100,000 5,000,000 100,000 2.0 9.6

    普通交付税 4,800,000 4,700,000 100,000 2.1

　  特別交付税 300,000 300,000 0 0.0

⑤分担金及び負担金 966,460 1,237,207 △270,747 △21.9 1.8

⑥使用料及び手数料 366,085 358,483 7,602 2.1 0.7

⑦国庫支出金 10,527,436 10,081,711 445,725 4.4 19.8

⑧県支出金 3,971,582 3,450,627 520,955 15.1 7.5

⑨繰入金 4,034,877 4,854,580 △819,703 △16.9 7.6

　  財政調整基金 1,505,181 1,581,709 △76,528 △4.8

    減債基金 1,308,103 771,276 536,827 69.6

    公共施設整備基金 1,128,908 2,378,249 △1,249,341 △52.5

    その他繰入金 92,685 123,346 △30,661 △24.9

⑩市債 4,314,700 4,681,000 △366,300 △7.8 8.1

    建設等に係る事業債 4,314,700 4,681,000 △366,300 △7.8

    臨時財政対策債 0 0 0 －

⑪その他

(財産収入、寄附金、繰越金、諸収入)

合　　　　計 53,224,526 52,766,946 457,580 0.9 100.0

2.0

(単位：千円)

歳入一覧表

1,094,028 1,301,676 △207,648 △16.0
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(3) 歳出の目的別特徴 

歳出の目的別分類は、市の歳出を支出目的に合わせて分類したものです。 

ア 総務費 

総務費は、市税の賦課徴収、庁舎の維持管理等その他全般的な管理事務

に係る経費で、文化施設（上福岡西公民館分）大規模改修工事に約 14 億

2,700 万円、公共施設包括管理業務委託料に約 3 億 5,400 万円、総合体育

館空調設備設置等工事に約 2 億 4,200 万円などを予算措置し、前年度比約

△24 億 6,000 万円減額の約 64 億 7,600 万円を見込みました。 

イ 民生費 

民生費は、医療助成その他の各種福祉事業に係る経費で、幼児教育・保

育施設運営支援事業に約 47 億 3,600 万円、障がい者福祉サービス事務に

約 45 億 8,600 万円、生活保護扶助費に約 42 億 5,100 万円などのほか、特

別会計への繰出金として介護保険特別会計繰出金約 16 億 8,400 万円、国

民健康保険特別会計繰出金約 7 億 300 万円、後期高齢者医療事業特別会計

繰出金約 3 億 6,000 万円を予算措置し、前年度比約 21 億 3,100 万円増額

の約 254 億 3,300 万円を見込みました。 

ウ 衛生費 

衛生費は、市民の健康管理、環境対策、ごみ処理等に係る経費で、一般

廃棄物収集運搬業務委託料に約 7 億 7,000 万円、環境センター管理運営業

務委託料に約 6 億 4,900 万円、予防接種委託料（予防接種（Ａ類疾病）事

業及び予防接種（Ｂ類疾病）事業）に約 3 億 8,900 万円などを予算措置し、

前年度比約△1 億 4,100 万円減額の約 33 億 4,300 万円を見込みました。 

エ 商工費 

商工費は、商工業の振興、観光事業等に係る経費で、観光協会補助金に

約 2,800 万円、商工会補助金に約 1,800 万円、経営安定化関連融資利子補

給金に約 900 万円などを予算措置し、前年度比約△700 万円減額の約 1 億

3,700 万円を見込みました。 

オ 土木費 

土木費は、道路、公園等の維持管理、整備等に係る経費で、下水道事業

負担金に約 4 億 600 万円、ふじみ野市第２運動公園体育館及び武道館改修

工事に約 3 億 9,200 万円、ふじみ野市運動公園野球場改修工事に約 2 億

8,100 万円、上福岡駅東口駅前広場整備推進業務委託料に約 2 億 600 万円

などを予算措置し、前年度比約 7 億 2,700 万円増額の約 37 億 7,000 万円

を見込みました。 

カ 消防費 

消防費は、消防、災害対策、防災施設の管理運営等に係る経費で、入間

東部地区事務組合負担金（常備消防分）に約 14 億 3,900 万円、入間東部

地区事務組合負担金（非常備消防分）に約 5,600 万円などを予算措置し、
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前年度比約 6,600 万円増額の約 15 億 7,900 万円を見込みました。 

キ 教育費 

教育費は、小・中学校、図書館等の運営及び整備に係る経費で、花の木

中学校校舎大規模改造工事に 8 億 5,000 万円、東原小学校増築棟整備工事

に約 7 億 4,700 万円、福岡中学校Ａ棟長寿命化予防改修工事に 2 億 6,500

万円、博物館展示作成業務委託料に 2 億 400 万円、博物館整備工事に 1 億

8,000 万円などを予算措置し、前年度比約△5 億 9,500 万円減額の約 67 億

4,700 万円を見込みました。 

科目 令和８年度 令和７年度 差 引
増減率
（％）

令和８年度
構成率
（％）

①議会費 271,032 271,993 △961 △0.4 0.5

②総務費 6,475,958 8,935,797 △2,459,839 △27.5 12.1

③民生費 25,433,337 23,302,290 2,131,047 9.1 47.8

④衛生費 3,343,363 3,484,344 △140,981 △4.0 6.3

⑤労働費 17,085 17,877 △792 △4.4 0.1

⑥農林水産業費 70,866 61,441 9,425 15.3 0.1

⑦商工費 136,959 144,410 △7,451 △5.2 0.2

⑧土木費 3,769,876 3,043,145 726,731 23.9 7.1

⑨消防費 1,579,324 1,513,250 66,074 4.4 3.0

⑩教育費 6,747,255 7,341,757 △594,502 △8.1 12.7

⑪公債費 4,844,323 4,396,265 448,058 10.2 9.1

⑫諸支出金 485,148 204,377 280,771 137.4 0.9

⑬予備費 50,000 50,000 0 0.0 0.1

合　　計 53,224,526 52,766,946 457,580 0.9 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

歳出目的別当初予算一覧表

 

 

(4) 歳出の性質別特徴 

歳出の性質別分類は、市の歳出をその経済的性質に合わせて義務的経費、

投資的経費及びその他の経費に分類したものです。 

ア 義務的経費 

義務的経費は、約 284 億 1,000 万円となり、前年度比約 23 億 6,000 万
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円の増額、一般会計予算全体の 53.4％を占めることとなりました。 

(ｱ) 人件費 

人件費は、議会の議員、委員会等の委員の報酬や職員の給与などに支

出される経費で、人事院勧告を鑑みた給与改定などにより、前年度比約

1 億 3,900 万円増額の約 70 億 7,700 万円を見込みました。 

(ｲ) 扶助費 

扶助費は、社会保障制度の一環として支出される経費で、幼稚園施設

等利用給付費の減などがある一方、介護給付費・訓練等給付費の増、医

療扶助費の増、障害児給付費の増などにより、前年度比約 17 億 7,300

万円増額の約 164 億 8,800 万円を見込みました。 

(ｳ) 公債費 

公債費は、過去に借り入れた市債の元利償還金に支出される経費で、

一部の地方債において償還が終了した一方、令和７年度に借り入れた文

化施設整備工事などに係る市債の償還が開始されることなどにより、前

年度比約 4 億 4,800 万円増額の約 48 億 4,400 万円を見込みました。 

イ 投資的経費 

投資的経費は、約 60 億 7,200 万円となり、前年度比約△18 億 7,300 万

円の減額、一般会計予算全体の 11.4％を占めることとなりました。 

普通建設事業費は、建物の建設費、用地取得費、道路工事費などに支出

される経費で、文化施設（上福岡西公民館分）大規模改修工事や東原小学

校増築棟整備工事などによる増がある一方、ステラ・イーストホール棟等

整備工事が完了したことにより、前年度比約△18 億 7,300 万円減額の約

60 億 7,200 万円を見込みました。 

ウ その他の経費 

その他の経費は、約 187 億 4,400 万円となり、前年度比約△2,800 万円

の減額、一般会計予算全体の 35.2％を占めることとなりました。 

(ｱ) 物件費 

物件費は、物品の購入費、施設管理経費、各種業務委託費などに支出

される経費で、上福岡駅東口駅前広場整備推進業務委託料の皆増、ネッ

トワークモデル変更業務委託料の皆増などがある一方、住民情報系シス

テム標準化対応業務委託料の皆減などにより、前年度比約△1 億 5,600

万円減額の約 103 億 9,100 万円を見込みました。 

(ｲ) 補助費等 

補助費等は、入間東部地区事務組合などへの負担金、各種団体への補

助金などに支出される経費で、入間東部地区事務組合負担金（常備消防

分）の増、入間東部福祉会運営費補助金の増、下水道事業負担金の増な

どがある一方、雨水流出抑制施設補助金の皆減などにより、前年度比約

△2 億 1,600 万円減額の約 47 億 8,600 万円を見込みました。 
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(ｳ) 積立金 

積立金は、基金等の積立てに支出される経費で、普通交付税における

臨時財政対策債償還基金費の減債基金への積立てによる増、各種基金利

子等積立金の増などにより、前年度比約 2 億 8,100 万円増額の約 4 億

8,500 万円を見込みました。 

(ｴ) 繰出金 

繰出金は、国民健康保険、介護保険及び後期高齢者医療事業の各特別

会計に繰り出す経費で、国民健康保険については被保険者数の減少など

による繰出金の減を見込んでいる一方、介護保険については介護サービ

ス給付費の増加などによる繰出金の増、後期高齢者医療事業については

被保険者数の増加などによる繰出金の増を見込み、繰出金全体で前年度

比約 4,900 万円増額の約 27 億 4,800 万円を見込みました。 

 

令和８年度 令和７年度
増減率
（％）

①　 人件費 7,077,357 6,938,729 2.0

②　 扶助費 16,487,678 14,714,491 12.1

③　 公債費 4,844,323 4,396,265 10.2

小　計 28,409,358 26,049,485 9.1

④　 普通建設事業費 6,072,493 7,945,373 △23.6

⑤　 災害復旧事業費 － － －

小　計 6,072,493 7,945,373 △23.6

⑥　 物件費 10,391,248 10,547,747 △1.5

⑦　 維持補修費 281,617 268,821 4.8

⑧　 補助費等 4,786,235 5,001,845 △4.3

⑨　積立金 485,148 204,377 137.4

⑩  投資及び出資金 － － －

⑪  貸付金 1,000 1,000 0.0

⑫  繰出金 2,747,427 2,698,298 1.8

⑬  予備費 50,000 50,000 0.0

小　計 18,742,675 18,772,088 △0.2

53,224,526 52,766,946 0.9合　計 457,580

差引

歳出性質別当初予算一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　

△156,499

12,796

△215,610

280,771

－

0

49,129

0

△29,413

投資的経費・・・・【令和８年度  11.4％  (令和７年度　15.1％）】

△1,872,880

－

△1,872,880

その他経費・・・・【令和８年度  35.2％  (令和７年度　35.5％）】

科目

義務的経費・・・・【令和８年度  53.4％  (令和７年度　49.4％）】

138,628

1,773,187

448,058

2,359,873
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２ ピックアップ事業（組織順） 

※ ３か年実施計画とそれ以外の事業について予算措置されたもののうち、特筆すべきものをピッ

クアップしました。 

一般会計 

№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

1 ［継続］ 

タウンミーティングの 

実施 

（広聴事業） 

市民の声を直接聴くとともに、市民への

情報発信の場としてタウンミーティングを

実施します。 

102 広報広聴課 

2 ［新規］ 

市公式ＬＩＮＥのメニ

ュー拡充及び個別配信

機能の導入 

（ホームページ管理運

営事業） 

きめ細かな情報提供や利用者の利便性向

上を図るため、市公式ＬＩＮＥのメニュー

画面を拡充し、子育て、シティプロモーシ

ョンなど多彩な情報を発信するとともに、

受信内容を選択できる機能（セグメント配

信機能）を導入します。 

2,838 広報広聴課 

3 ［新規］ 

おくやみコーナーの設

置 

（住民情報系システム

運用事務） 

亡くなられた方の必要な手続を行う遺族

の負担軽減を図るため、多岐にわたる手続

をワンストップで支援可能な「おくやみコ

ーナー」の設置に向けて、窓口システムを

導入します。 

34,442 情報・統計課 

4 ［新規］ 

街頭防犯カメラの設置 

（防犯推進事業） 

市全体の防犯意識を高め、安全・安心な

まちづくりを進めるため、街頭防犯カメラ

を設置します。 

12,533 危機管理防災

課 

5 ［新規］ 

防災ブックの作成 

（災害対策事業） 

市民が災害リスクを認識し、有事の際に

適切に対処するため、令和８年度から地震

、洪水、内水の各ハザードマップを統合し

た上で、地域防災計画の概要版の情報とと

もに冊子化し、全戸配布します。 

9,405 危機管理防災

課 

6 ［継続］ 

地域防災力の向上に向

けた支援 

（災害対策事業） 

地域防災の要となる自主防災組織の充実

及び強化を図るため、自主防災組織の活動

などに要する費用に対し補助を行います。 

9,260 危機管理防災

課 

7 ［継続］ 

防災訓練の実施 

（防災訓練事業） 

市民一人ひとりの防災意識の向上と、市

と市民の防災対策の強化を図るため、地域

における自主訓練や市内の指定避難所を開

設する防災訓練を実施します。 

644 危機管理防災

課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

8 ［新規］ 

Ｗｅｂ口座振替申込み

の導入 

（市税収納管理事務、

保険税収納管理事務【

国民健康保険特別会計

】） 

利用者の利便性向上及び収納率の向上を

図るため、スマートフォンやパソコンなど

を利用して、インターネット上で２４時間

３６５日いつでも手続可能な口座振替受付

サービスを導入し、口座振替申込み手続の

オンライン化を図ります。 

13,721 収納課 

9 ［継続］ 

人権問題に対する教育

・啓発活動の推進 

（人権推進事業） 

同和問題をはじめ、あらゆる人権問題の

解決のため、研修会や部落差別の解消の推

進に関する法律等の周知など啓発事業を行

います。 

1,031 市民総合相談

室 

10 ［拡充］ 

総合的な相談窓口の設

置 

（市民相談事業） 

複雑化・多様化する相談に対応するため 

、法的な手続や家庭内のトラブル、日常生 

活の様々な悩みごとなどの各種専門相談を 

実施するほか、関係部署と連携した支援を 

行います。 

なお、令和８年度から大井総合支所の相

談窓口の充実・強化を図り、休日開庁に併

せて行政書士による生活総合相談を実施す

るほか、弁護士相談の回数を増やします。 

11,504 市民総合相談

室 

11 ［継続］ 

協働のまちづくりの推

進 

（協働のまちづくり推

進事業） 

「参加と協働」を推進するため、協定先

である高校、大学、企業等と連携を図るほ

か、協働のまちづくり講演会等の開催を通

して、市民参加と協働のまちづくりを推進

します。 

150 協働推進課 

12 ［継続］ 

自治組織の活動支援及

び加入促進 

（自治組織活動等支援

事業） 

地域課題の解決及び地域住民の福祉の向

上のため、自治組織の日々の運営及び防犯

活動、環境美化活動、加入促進などの事業

のほか、デジタル化促進事業に対して補助

を行います。 

50,440 協働推進課 

13 ［継続］ 

市民活動支援センター

の運営 

（市民活動支援センタ

ー運営事業） 

市民の自主的で営利を目的としない社会

に貢献する活動を支援するため、コーディ

ネーターによる市民活動に関する相談及び

情報提供を行います。 

12,392 協働推進課 

14 ［継続］ 

おおい祭りの開催 

（おおい祭り事業） 

祭りを通じて生まれる交流をまちの活性

化につなげるため、おおい祭りに要する費

用に対し補助を行います。  

11,500 協働推進課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

15 ［継続］ 

生きがい学習の推進 

（生きがい推進事業） 

生涯学び続けたいという意識を高め、学

んだ知識を通じて地域で活躍できる人材を

育成するため、生きがい学習を推進します

。 

405 協働推進課 

16 ［継続］ 

市民大学ふじみ野の運

営 

（市民大学ふじみ野運

営事業） 

市民同士が学び合い、地域の課題解決方

策の提案や実践していく人材を育成するた

め、レギュラー講座、学び合い講座及び特

別公開講座において各種講座を開催します

。 

4,076 協働推進課 

17 ［拡充］ 

文化団体の活動及び交

流促進への支援 

（文化振興事業） 

ふじみ野市文化協会を通じて市内で活動

する各種文化団体等の育成や支援を行うた

め、各種団体の活動促進や団体間の交流促

進に要する費用に対し補助を行います。 

なお、令和８年度は事業数や会員数の増

加に伴う運営費の増に対する補助を増額し

、団体運営の強化を図ります。 

6,000 文化・スポー

ツ振興課 

18 ［継続］ 

文化施設の整備 

（文化施設整備事業） 

市民の文化活動、生涯学習活動等の拠点

となる以下の文化施設の整備を進めます。 

 

（工事） 文化施設（上福岡西公民館分） 

【継続費】 

1,462,210 文化・スポー

ツ振興課 

19 ［継続］ 

市民スポーツの振興 

（スポーツ推進事業） 

日常生活に運動を取り入れる習慣をつく

り、健康で生き生きとした生活が送れるよ

う市民の年齢、適性、健康状態等に応じた

スポーツ教室等を開催します。 

15,399 文化・スポー

ツ振興課 

20 ［継続］ 

総合体育館の空調設置 

（スポーツ施設管理運

営事業） 

ＷＢＧＴ（熱中症予防運動指針）値が年

々高くなっている中で利用者が安全・安心

にスポーツを楽しむ環境を整備するため、

総合体育館に空調を設置します。 

245,902 文化・スポー

ツ振興課 

21 ［新規］ 

環境基本計画前期行動

計画及び一般廃棄物処

理基本計画の策定 

（環境基本計画・地球

温暖化対策推進事業、

３Ｒ推進事業） 

環境にやさしく、ごみの少ないまちふじ

み野を構築するため、第３期環境基本計画

前期行動計画及び第５期一般廃棄物処理基

本計画を策定します。 

14,000 環境課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

22 ［継続］ 

ＴＮＲ活動の促進 

（環境調査・対策事業

） 

飼い主のいない猫の問題の解消に向け、

ＴＮＲ活動（飼い主のいない猫を捕獲し不

妊・去勢手術を施して元いた場所に返す活

動）を促進するため、飼い主のいない猫に

対する不妊・去勢手術に要する費用に対し

補助を行います。 

400 環境課 

23 ［継続］ 

高齢者等のごみ出し支

援 

（収集運搬事業） 

世帯全員がごみ出しが困難な状況で、身

近に協力が得られない高齢者、障がい者等

に対し、日常生活における身体的負担の軽

減等を図るため、戸別収集によるごみ出し

支援を行います。 

5,946 環境課 

24 ［拡充］ 

農業生産の改善に対す

る補助 

（農政推進事業） 

意欲的に農業経営の改善及び省力化を促

進するため、農作物の効率的な生産及び品

質向上に要する費用に対し補助を行います

。 

なお、令和８年度は本市の農政推進に向

けた支援を更に強化するため、より多くの

認定農業者等に対し補助を増額します。 

12,000 産業振興課 

25 ［拡充］ 

病害虫の防除に対する

補助 

（農政推進事業） 

農作物の生産及び供給の安定化を促進す

るため、病害虫の防除に要する費用に対し

補助を行います。 

なお、令和８年度はイネカメムシの発生

状況を鑑み、補助を増額します。 

905 産業振興課 

26 ［拡充］ 

商店街の空き店舗対策

事業に対する補助 

（商工業振興事業） 

市内商店街の活性化を図るため、商店街

の空き店舗を利用した事業に要する費用に

対し補助を行います。 

なお、令和８年度から対象要件を緩和し

、空き店舗の解消と商店街の活性化を促進

します。 

6,600 産業振興課 

27 ［継続］ 

新たな創業の促進に対

する補助 

（商工業振興事業） 

市内で新たに事業を開始する人の経営の

安定化を図るため、創業後５年以内の人に

対し、販路開拓等にかかる事業活動に必要

な費用の補助を行います。 

8,200 産業振興課 

28 ［継続］ 

産業まつりの開催 

（商工業振興事業） 

市民と商工業者・農業者の貴重なふれあ

いの場を提供し、市内でのより一層の地域

経済の好循環を創るため、産業まつりに要

する費用に対し補助を行います。 

6,800 産業振興課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

29 ［継続］ 

上福岡七夕まつりの開

催 

（観光事業） 

多くの市民の参加を図りつつ、観光客の

誘致に努め地元産業と観光の振興に寄与す

るため、上福岡七夕まつりに要する費用に

対し補助を行います。 

25,400 産業振興課 

30 ［拡充］ 

民生委員・児童委員の

活動支援 

（民生委員・児童委員

事務） 

地域福祉の推進を図るため、民生委員・

児童委員の活動を支援します。 

なお、令和８年度から民生委員・児童委

員一人当たりの個人活動費を増額し、負担

の軽減と活動の促進を図ります。 

22,598 地域福祉課 

31 ［継続］ 

重層的支援体制の整備 

（福祉総合支援事業） 

誰もが安心して自立した生活が送れるよ

うにするため、生活困窮者の自立に向けた

支援を行うとともに、複合的な課題を抱え

ている市民を関係機関と連携して支援しま

す。 

13,028 地域福祉課 

32 ［継続］ 

生活支援体制の整備 

（福祉総合支援事業） 

地域の生活支援サービスを担う事業主体

等と連携しながら、多様な日常生活上の支

援体制の充実及び強化を図ること、また、

住み慣れたまちで人生の最期まで生き生き

と生活していけるような地域を作るため、

「生活支援コーディネーター」を配置し、

生活支援体制の整備を進めます。 

22,685 地域福祉課 

33 ［新規］ 

医療的ケア児等の支援

体制の整備 

（障がい者福祉サービ

ス事務、障がい者施設

等支援事業） 

医療的ケア児等が地域で安心して生活で

きるよう、受入体制を整備する事業者に対

し補助を行います。また、人工呼吸器等の

電源を必要とする方が、災害時に福祉避難

所で優先して使用できる非常用電源機器を

設置します。 

1,014 障がい福祉課 

34 ［拡充］ 

障がい者総合相談支援

センターの運営 

（障がい者相談支援事

業） 

障がい者総合相談支援センターを中核機

関とし、障がい者等の総合的・専門的な相

談支援を実施するとともに、地域の相談支

援従事者の支援を行います。 

なお、令和８年度はセンターの業務内容

や利用方法、相談方法を分かりやすく紹介

したリーフレットを作成します。 

51,680 障がい福祉課 

35 ［継続］ 

計画相談支援の推進 

（障がい者施設等支援

事業） 

セルフプランの解消及び計画相談支援の

利用を促進し適切なサービス利用に向けた

きめ細かな継続的支援を行うため、事業者

が実施する障害福祉サービスに係る計画作

成に対し補助を行います。 

4,500 障がい福祉課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

36 ［拡充］ 

お出かけサポートタク

シー事業の実施 

（障がい者地域生活支

援事業、長寿推進事業

、子ども・子育て支援

対策事業） 

高齢者、障がい者、妊産婦等の外出する

ための交通手段を確保するため、タクシー

の利用料金に対し補助を行います。 

なお、協力事業者の負担を軽減し、持続

可能な事業とすることで高齢者等の交通手

段を安定的に確保し、福祉の増進を図るた

め、令和８年度から協力事業者に対し当該

事業に係る経費の一部を補助します。 

20,064 障がい福祉課 

高齢福祉課 

子育て支援課 

37 ［新規］ 

新たな運動機器の導入 

（大井総合福祉センタ

ー管理運営事業） 

介護予防に係る取組の充実を図るため、

大井総合福祉センターに新たな運動機器を

導入します。 

1,457 高齢福祉課 

38 ［継続］ 

放課後児童クラブの管

理運営 

（放課後児童クラブ管

理運営事業) 

保護者が労働等により昼間家庭にいない

就学児童の健全な育成を図るため、授業の

終了後等に適切な遊び及び生活の場を提供

します。 

430,383 子育て支援課 

39 ［継続］ 

子育て支援センターの

運営 

（子育て支援センター

管理運営事業） 

子育て親子の交流の場の提供と交流の促

進、子育て講座の開催、地域の子育て関連

情報の提供のほか、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援を行うため、他機

関と連携し、母子保健や育児に関する様々

な悩み等に保健師、保育士等が専門的な見

地から相談支援等を実施します。 

41,063 子育て支援課 

40 ［拡充］ 

市立保育所の運営 

（市立保育所管理運営

事業） 

就労や疾病等の理由により家庭内で児童

の保育ができない保護者が安心して子育て

できる環境づくりを進めるため、保育行政

の基幹的役割を果たす市立保育所を運営し

ます。また、物価高騰による賄材料費の増

加分について保護者負担を軽減し、安全で

安心な給食を継続的に提供していきます。 

なお、令和８年度から「こども誰でも通

園制度」を開始し、子育て家庭に対して、

多様な働き方やライフスタイルにかかわら

ない形での支援を強化します。 

607,321 保育課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

41 ［拡充］ 

幼児教育・保育施設運

営支援事業及び民間保

育所等の運営支援 

（幼児教育・保育施設

運営支援事業） 

子育てを行う家庭の経済的負担の軽減並

びに保育環境の改善及び充実を図るため、

幼児期の教育及び保育等を行う幼稚園等の

利用に対し給付を行います。また、民間保

育所等の健全な運営と入所児童への質の高

い保育の提供を支援するため、運営や各種

事業に要する費用に対し補助を行うほか、

物価高騰等の影響による食材費の上昇分を

支援します。 

なお、市立保育所と同様、市内の認可保

育所等においても令和８年度から「こども

誰でも通園制度」を開始します。 

4,735,547 保育課 

42 ［継続］ 

こども家庭センターの

運営 

（こども家庭センター

運営事業） 

すべての妊産婦、子育て世帯、子どもの

包括的な相談支援等を行えるよう、母子保

健と児童福祉を一体化した機関である、こ

ども家庭センターの運営を行います。 

7,028 こども家庭セ

ンター 

43 ［拡充］ 

ヤングケアラーの支援 

（こども家庭センター

運営事業） 

社会的課題となっているヤングケアラー

の支援を推進するため、実態調査を行った

上でその結果を精査し、必要な支援等につ

なげていきます。 

なお、令和８年度は啓発動画を作成し、

広く市民に向けて周知していきます。 

564 こども家庭セ

ンター 

44 ［継続］ 

こども発達支援センタ

ーの運営 

（こども発達支援セン

ター管理運営事業） 

発育発達に不安のある児童及びその保護

者が身近な地域で専門的な相談及び療育支

援が受けられるよう、こども発達支援セン

ター（旧名称：児童発育・発達支援センタ

ー）の運営を行います。 

169,438 こども家庭セ

ンター 

45 ［拡充］ 

産婦健康診査費用の補

助 

（母子保健包括支援事

業） 

母体の健康状態の確認や産後うつ等を防

ぐため、産婦健康診査に要する費用に対し

補助を行います。 

なお、令和８年度から産後２週間の産婦

健康診査に対する補助を拡充し、産後うつ

等の予防や早期発見につなげます。 

7,000 こども家庭セ

ンター 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

46 ［拡充］ 

産後ケア事業の実施 

（母子保健包括支援事

業） 

産婦の心身の不調や産後うつ等を防ぐた

め、医療機関等の施設に宿泊し、心身のケ

アや授乳指導・育児相談などが受けられる

「産後ケア事業」を実施します。 

なお、令和８年度から従来の宿泊型に加

え、日帰り型と訪問型を導入し、多様なニ

ーズに対応した事業展開を図ります。 

7,429 こども家庭セ

ンター 

47 ［拡充］ 

乳幼児健診の実施 

（乳幼児健康診査事業

） 

乳幼児の発育異常等を早期に発見し、乳 

幼児の健全な発育の保持及び増進や、子育

てに伴うストレスや育児負担の軽減や育児

支援を図るため、様々な専門職による健診

を行います。 

なお、令和８年度から１か月児健康診査

に要する費用に対し補助を行い、切れ目の

ない相談支援の効果的な実施につなげます

。 

24,512 こども家庭セ

ンター 

48 ［新規］ 

ＲＳウイルス予防接種

の実施 

（予防接種（Ａ類疾病

）事業） 

ＲＳウイルス感染症による乳児の重症化

リスクを抑えるため、妊娠２８週から３６

週の妊婦を対象にＲＳウイルス予防接種を

実施します。 

25,776 保健センター 

49 ［拡充］ 

各種がん検診の実施 

（がん対策事業） 

がんの早期発見及び早期治療を推進し、

がんによる死亡率の減少を図るため、各種

がん検診を実施します。 

なお、令和８年度は受診可能ながん検診

を一覧表示した圧着はがきでの受診勧奨を

行い、対象者の受診率向上を図ります。 

132,443 保健センター 

50 ［新規］ 

小児オンライン相談の

実施 

（救急・地域医療支援

事業） 

子どもの急な体調不良などに対する保護

者の不安を軽減するため、平日夜間の小児

オンライン相談を実施します。 

4,495 保健センター 

51 ［新規］ 

骨粗 鬆
しょう

症検診の実施 

（成人保健事業） 

骨粗鬆
しょう

症の早期発見と早期治療及び予

防のきっかけとするため、４０歳、４５歳

、５０歳、５５歳、６０歳、６５歳及び７

０歳の女性を対象に骨粗 鬆
しょう

症検診を実施

します。 

4,468 保健センター 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

52 ［新規］ 

「こころの体温計」の

導入 

（こころの健康推進事

業） 

こころの健康や自殺予防の推進を図るた

め、ストレス状況や落ち込み度などを自分

で気軽にチェックできるシステム「こころ

の体温計」を導入します。 

186 保健センター 

53 ［拡充］ 

元気・健康マイレージ

の実施 

（元気・健康づくり推

進事業） 

健康寿命の延伸及び医療費の適正化を図

るため、元気・健康の好循環が生まれるま

ちを目指し、元気・健康マイレージを実施

します。 

なお、令和８年度から通年で参加できる

よう、ポイント付与期間等を見直し、切れ

目なく中長期的に事業を実施します。 

【債務負担行為】 

15,515 保健センター 

54 ［継続］ 

市内循環ワゴンの運行 

（交通政策推進事業） 

市内における持続可能な公共交通ネット

ワークの維持及び存続のため、民間路線バ

スと相互に補完する定時定路線型の乗合ワ

ゴン（愛称：ふじみん号）を運行します。 

84,140 都市計画課 

55 ［継続］ 

市内公園の維持管理及

び更新整備 

（公園緑地管理事業） 

安全で安心な市民の憩いの場として集え

る公園等を提供していくため、公園等の維

持管理を行います。また、老朽化した公園

等の再整備を行います。 

なお、令和８年度は運動公園野球場並び

に第２運動公園体育館及び武道場の改修工

事を行います。 

939,695 公園緑地課 

56 ［継続］ 

空家等の発生の予防、

適切な管理及び活用の

促進  
（空家対策事業） 

空家等の発生予防や適正管理及び活用促

進を図るため、市の空家等に関する対策を

総合的かつ計画的に実施します。 

10,206 建築課 

57 ［継続］ 

道路の舗装修繕及び改

修工事 

（道路舗装補修事業） 

市民等が道路を安全で安心して通行する

ことができるようにするため、破損及び著

しく老朽化した道路、水路等の補修及び修

繕工事を実施するとともに、バリアフリー

対策として街路樹の根上りによる歩道舗装

隆起部分の解消を図ります。 

257,657 道路課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

58 ［継続］ 

雨水浸透施設等の整備

及び維持管理 

（雨水関連事業） 

雨水浸水の被害軽減を図るため、雨水貯

留浸透施設等の点検、清掃などの維持管理

を行います。また、国道２５４号バイパス

東側・西側調整池の適正な運用、機能保持

のほか、施設等の維持管理を行い、福岡江

川雨水幹線下流域（水宮、福岡新田地域）

の浸水被害の軽減を図ります。 

38,315 上下水道課 

59 ［継続］ 

小・中学校の環境整備 

（小学校施設管理事業

、中学校施設管理事業

） 

児童・生徒の良好な学習環境の確保とと

もに、エネルギー消費量の抑制を図るため

、小・中学校校舎の照明器具を計画的にＬ

ＥＤ照明に改修していきます。 

190,000 教育総務課 

60 ［継続］ 

学校施設の大規模改造 

（小学校大規模改造事

業、中学校大規模改造

事業） 

学校施設を計画的に維持・改修していく

ため、大規模改造工事を行います。 

（設計） 上野台小学校 

（工事） 東原小学校（１期） 

     福岡中学校Ａ棟（２期） 

     花の木中学校（２期） 

【継続費】 

1,299,761 教育総務課 

61 ［新規］ 

単元テストのＣＢＴ化 

（教育支援事業） 

学習データの蓄積や、より詳細な学習分

析、迅速な結果のフィードバックにより個

別最適な学びを推進するとともに、教材費

の保護者負担軽減を図るため、市内の小学

校で実施している単元テストのＣＢＴ化（

デジタル化）を行います。 

6,204 学校教育課 

62 ［継続］ 

外国語教育やＩＣＴ教

育の推進 

（国際化・情報化教育

推進事業） 

市内の小・中学校に通学する児童生徒の

外国語による表現力及びコミュニケーショ

ン能力の育成を図るため、国際理解教育を

推進します。また、ＧＩＧＡスクール構想

第２期において、最新端末の更新と高速ネ

ットワーク環境を整備し、より効果的にＩ

ＣＴを活用した質の高い情報教育と教育Ｄ

Ｘの推進を図ります。 

292,812 学校教育課 

63 ［継続］ 

地域協働学校の推進 

（地域協働学校（コミ

ュニティ・スクール）

推進事業） 

地域の教育力を活用し、学校を核とした

人づくり・まちづくりの拠点となる地域協

働学校を市内全１８校において推進します

。 

3,407 学校教育課 
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№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

64 ［継続］  

小・中学校の児童生徒

への給食の提供 

（なの花学校給食セン

ター管理運営事業、あ

おぞら学校給食センタ

ー管理運営事業） 

市内の小・中学校に通学する児童生徒に

対し給食（卵・乳に対してアレルギーのあ

る児童には、卵・乳除去食）を提供します

。また、質・量ともにバランスのとれた、

安全で安心な学校給食を継続的に提供でき

るよう、公費を投入し、保護者の負担軽減

を図ります。 

1,093,203 学校給食課 

65 ［継続］ 

地域学校協働活動の推

進 

（地域学校協働活動推

進事業） 

学校を核とした地域づくりを推進するた

め、市内の小・中学校に地域コーディネー

ターを配置します。また、放課後の子ども

たちの安全な居場所を確保しながら、地域

の皆様の協力を得て様々な体験や学びの機

会を提供し、地域との交流の中で子どもた

ちが健やかに育まれる環境づくりを推進し

ます。 

18,369 社会教育課 

66 ［継続］ 

人権教育の推進 

（人権平和教育事業） 

人権問題の教育・啓発活動の充実を図る

ため、研修会等を開催します。 

1,762 社会教育課 

67 ［新規］ 

博物館の運営 

（博物館管理運営事業

） 

市全体の歴史・文化を分かりやすく楽し

く学べるよう、令和８年９月に開館予定の

ふじみ野市立博物館において各種企画・運

営を行います。 

なお、来館者へＰＲを行い、親しまれる

施設を目指し、パンフレットやホームペー

ジ内の特設サイトを見やすく作成する等、

利便性向上を図ります。 

14,751 上福岡歴史民

俗資料館 

68 ［新規］ 

常設展示及び教育普及

事業の実施 

（博物館教育普及事業

） 

博物館を通じて多様な学びにつなげるた

め、資料の常設展示をはじめ、ミュージア

ムグッズの販売や体験型講座などの各種教

育普及事業を実施します。 

なお、令和８年度は市民参加型事業とし

てジオラマ作成を行うほか、市内の小学校

を対象とした体験学習を行います。 

8,052 上福岡歴史民

俗資料館 

69 ［継続］ 

博物館の整備 

（郷土資料館管理運営

事業） 

令和８年９月の開館を目指し、旧大井郷

土資料館及び旧大井図書館の建物を改修し

、ふじみ野市立博物館として整備します。 

391,000 大井郷土資料

館 
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国民健康保険特別会計  

№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

70 ［拡充］ 

特定健康診査による保

健指導の実施 

（健康増進事業、特定

保健指導事業） 

糖尿病、高血圧症、脂質異常症などの生

活習慣病の予防を図るため、メタボリック

シンドローム対策に着目した健康診査を行

います。また、特定健康診査の結果、生活

習慣病の発症リスクが高いと思われる人に

対して適切な医療受診勧奨と保健指導を行

います。 

なお、令和８年度は保健センターに既存

の健康測定機器に加え姿勢計測器を導入し

、健康意識の向上や各種健診等の受診勧奨

につなげます。 

105,429 保険・年金課 

保健センター 

 
介護保険特別会計  

№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

71 ［継続］ 

一般介護予防事業の実

施 

（一般介護予防事業） 

フレイル等を予防するため、地域に専門

職を派遣して口腔・栄養・社会参加（外出

）の取組の重要性を普及啓発します。 

60,686 高齢福祉課 

72 ［継続］ 

家族介護教室の実施 

（家族介護支援事業） 

家族の介護に対する理解や知識・技術を

身に付けることで、介護者の負担を軽減す

るため、家族介護教室を実施します。 

480 高齢福祉課 

73 ［継続］ 

包括的任意事業（社会

保障充実分）の実施 

（在宅医療・介護連携

推進事業、認知症初期

集中支援事業、認知症

地域支援・ケア向上事

業） 

要介護状態となっても住み慣れた地域で

自分らしい暮らしを最期まで続けることが

できるよう、各事業を実施し、地域包括ケ

アシステムの深化・推進を図ります。 

34,764 高齢福祉課 
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水道事業会計  

№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

74 ［継続］ 

老朽化した水道管の更

新 

安全・安心な水道水を安定的に供給する

ため、老朽管の更新（布設替え）及び配水

区域の再編を計画的かつ効果的に実施しま

す。また、老朽管を耐震性・耐久性の優れ

た管種へ更新するとともに、水道水供給の

安定性、維持管理の効率性を図るため、配

水区域の再編に向けた配水管の布設工事を

行います。 

532,532 上下水道課 

75 ［継続］ 

福岡浄水場配水ポンプ

更新事業 

福岡浄水場の配水ポンプの老朽化が進ん

できたため計画的に６基の更新工事を行い

ます。また、水道水の安定供給を図るため

２基ずつの交換を行います。 

172,260 上下水道課 

 
下水道事業会計  

№ 事項等 事業概要 
予算額 

（単位：千円） 
所管課 

76 ［継続］ 

市街化調整区域公共下

水道（汚水管渠）の整

備 

公衆衛生の向上と公共用水域の水質の保

全に資するため、公共下水道全体計画に基

づき、市街化調整区域で公共下水道未整備

地区のうち、大井・苗間地区、駒林地区、

川崎地区から公共下水道（汚水管渠）の整

備を行います。 

673,136 上下水道課 
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ふ 財 第 ９ ０ ４ 号  

令和７年１０月３日  

 

 各部（室・局）長  宛て 

 

ふじみ野市長 高 畑   博      

 

   令和８年度当初予算編成方針について（通知） 

 このことについて、ふじみ野市予算規則（平成１７年ふじみ野市規則第４９号

）第７条の規定により、令和８年度当初予算編成方針を下記のとおり定めたので

通知する。 

記 

１ 国の動向 

令和７年６月１３日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０

２５」によると、国は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」で定めた

「経済・財政新生計画」の枠組みの下、財政健全化目標の堅持と歳出改革努力

の継続を基本方針としつつ、経済・物価動向等を踏まえ、地方創生２．０の推

進、物価上昇を上回る賃金上昇の普及・定着、官民連携による投資の拡大、防

災・減災・国土強靭化、外交・安全保障環境の変化への対応、外的環境の変化

に強い経済構造の構築、少子化対策・こども政策の着実な実施など、重要政策

課題に必要な予算措置を講ずることを示した。 

 なお、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額については、令

和７年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保し、活力

ある持続可能な地域社会の実現等に向けた重要課題へ対応できるよう地方行財

政基盤を強化するとしている。 

２ 本市の財政状況と財政見通し 

(1) 財政状況 

本市の財政状況は、経常一般財源収入の増加以上に、人件費や扶助費等の

義務的経費や物件費などの経常経費が増加しており、公債費は交付税措置率

の高い有利な市債の減少や金利上昇により一般財源負担分が増加傾向にある

ことから、財政構造の硬直化が進み、弾力的な財政運営が難しくなってきて

いる。 

地方公共団体の財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、令和６年度にお

いては９９．５％となり、令和５年度と比べ０．６ポイント悪化し、埼玉県

内においても極めて高い水準となっている中、１００％を目前に高止まりし

ている。 

また、近年の当初予算において、収支不足を補うために財政調整基金の取

崩しが多額となっており、さらに、大規模な普通建設事業の財源として市債
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の借入に加え、公共施設整備基金の取崩しなどを行ってきた結果、基金残高

は令和４年度末の約１９０億円をピークに減少し続けており、令和７年９月

末時点で約１１９億円となっている。現状、基金残高の回復が図れていない

中で、将来的に市税をはじめ経常一般財源収入が減少に転じた場合、基金が

枯渇する恐れがあることから、収支不足を極力圧縮し、将来を見据えた健全

で安定した財政運営の確立が急務となっている。 

 (2) 財政見通し 

歳入については、生産年齢人口の増加に伴う納税義務者数の増加や賃上げ

の影響等による個人所得の増加等により市税が増額傾向となっているものの、

国内外の経済・物価動向や資源価格の動向、企業の賃金・価格設定行動など、

社会情勢の見通しは依然として予測困難な状況にある。 

歳出については、長期化する原油価格・物価高騰や労務単価の上昇、自然

災害の頻発・激甚化の影響に伴う各種経費の増加が懸念される他、制度改正

や高齢化に伴う社会保障関係経費や、公共施設の整備による公債費など、義

務的経費の増加が避けられない状況にある。 

３ 基本的な考え方 

将来にわたって「誰もが 住みたい 住み続けたい」と思えるふじみ野市を

実現するためには、職員一人ひとりが「市民目線」、「選択と集中」、「コス

ト意識」の視点に立ち、市民ニーズの的確な把握に努め、施策の効果が最大限

に発揮できるよう限られた人的資源や財源を効果的・効率的に活用しながら、

行政サービスを提供していかなければならない。さらに、本市の財政状況と財

政見通しを前提としつつ、後年度における財政負担等を踏まえた費用対効果を

十分に検討した上で、身の丈に合った無駄のない予算編成に取り組んでいく必

要がある。 

また、令和８年度は、ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 後期基本計画

の３年目であり、基本構想に掲げた街の将来像「人がつながる 豊かで住み続

けたいまち ふじみ野」の実現に向けて、後期重点プロジェクトの効果的な推

進と、後期基本計画の指標の達成を念頭に置き予算編成を行うものとする。 

なお、持続可能な財政運営を図るため、創意工夫による経費節減はもとより、

ＤＸの推進やＧＸの促進、更には民間活力の導入を含めた事業手法の検討、業

務改革（ＢＰＲ）の推進などにより、必要な財源の確保に努めつつ、行政機能

のスリム化を通じた行政運営の効率化に積極的に取り組んでいくものとする。 

４ 予算編成についての方針 

(1) 原油価格・物価高騰への対応 

昨今の資材価格高騰や賃金上昇等の影響を踏まえ、適切に反映させるとと

もに、単に歳出面の増加を前提とするのではなく、ペーパーレス化などによ

る経費削減をはじめ、仕様変更や代替手法による事業費の抑制など、様々な

手法について十分に検討し、真に必要な経費のみを計上すること。 
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(2) ゼロカーボンシティに向けた取組 

地球温暖化対策として表明した「ゼロカーボンシティ宣言」を踏まえ、市

民や事業者と一体となり、エネルギー消費量の削減と創エネルギーに資する

様々な手法を検討し、脱炭素社会の更なる具体化と加速化に取り組むこと。 

(3) ＤⅩの推進 

各種行政手続きの電子化をはじめ、デジタル技術や行政データの活用によ

り、市民生活の利便性向上及び行政サービスの質の向上を図りつつ、行政運

営の効率化等に取り組むこと。 

(4) 業務改革（ＢＰＲ）の推進 

民間への包括的な委託、デジタル技術やＡＩ等の活用など、業務プロセス

の最適化に努め、人件費を含めた経常経費の削減を図ること。 

(5) 事業の優先順位付け 

既存事業全般にわたりスクラップ・アンド・ビルドを原則とし、ＰＤＣＡ

サイクルに基づく抜本的な見直しを行うとともに、これまで以上に重要性や

緊急性を見極めた上で事業の優先順位付けを行い、事業の廃止、縮小及び統

合を含めた見直しを行うこと。特に、市単独事業の補助金、扶助費、賞賜金

及び給付金に係るものなど、既に目的が達成された事業や費用対効果の低い

事業、また、民間で対応可能な事業等については、行政関与の必要性や緊急

性を踏まえ、廃止を前提とした徹底的な見直しを行うこと。 

(6) 財源の確保 

ア 自主財源の根幹をなす市税については、税負担の公平性の観点から課税

客体を的確に捕捉するとともに、埼玉県内において高水準である収納率に

ついては、引き続きその維持及び向上に努めること。また、財政運営の根

幹は、歳入の確保であることを踏まえ、他の会計の歳入についても収納率

の向上及び収納未済の解消を図ること。 

イ 国・県支出金については、国及び県の予算編成の動向に細心の注意を払

い、新設及び変更のあった補助制度に対し十分把握し、補助対象となるも

のは時機を失することの無いよう最大限活用すること。ただし、補助事業

であることを理由に安易に事業採択を行うことで、結果として後年度の一

般財源の持ち出しや人件費の増加を招かぬよう留意するとともに、事業の

終期を明確にすること。 

ウ 各種負担金及び使用料・手数料については、行政サービスや施設運営に

かかるコストが上昇傾向であることを踏まえ、自主財源の確保及び受益者

負担の適正化を図る観点から、実情等を考慮した上で負担水準の見直しを

検討すること。 

エ 有料広告の拡大、市有財産の有効活用、ふるさと納税の推進等を図り、

既存の自主財源の更なる確保に努めること。また、創意工夫を凝らし柔軟

な発想で新たな財源の創出に積極的に取り組むこと。 
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(7) 効率的かつ迅速な行政サービスの提供 

事業実施に当たっては、適切な事業期間の設定や、実態に即した進捗状況

の調整等を徹底し、また、各部が機動的かつ計画的に準備を進め、事業の早

期実現と効率的かつ効果的な事業の展開を図ること。 

なお、同一目的の事業については、事業の効果が隙間なく最大限に発揮で

きるよう関係部局間の連携を一層密にし、一体的かつ効果的な事業の展開を

図ること。 

(8) 公共施設等総合管理計画等に基づく財政負担の平準化 

市民の安全と安心を第一とした上で快適に利用できるよう持続可能な公共

施設サービスを提供するため、「公共施設等総合管理計画」及び「公共建築

物個別施設計画」に基づき、総合的かつ計画的な維持管理と長寿命化を行う

ことにより、限られた資産を有効活用し、スリムで効率的な行政運営の視点

に立った将来的な財政負担の平準化を図ること。 

５ その他 

当初予算は義務的経費や政策的経費など全ての事務事業に係る一会計年度を

通して必要となる経費を適正に見積もったものを、補正予算は当初予算編成後

の制度変更又は緊急やむを得ないもののみを編成するものとする。また、国の

予算編成の動向は、市の施策展開に大きな影響があることから、絶えず国の動

向や経済市場を注視し、関係府省庁等から発信される情報の把握に努め、関係

部署と情報を共有しながら、適切な対応を図ること。 

なお、細部の予算編成事務の取扱いについては、別途、総合政策部長から通

知する。 
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